











































０か Ke ( 0)の２つの値しか取らないものとする。KE  0は潜在的参入
企業がこの市場に参入しないことを意味し，KE  Ke は参入することを
意味する１）。既存企業の生産設備 KI は任意の非負の値であるとする。参






(2.1)   R (KI KE )w (K KI )
で表される。右辺第１項の R (KI KE )は，既存企業の収入である２）。収入
関数 R (KI KE )は，
(2.2) RI 0 RII 0
RE 0 REE 0







と仮定する。(2.3) は，状態1 では状態2 に比べて，既存企業はより劣














最初に，状態 i における既存企業の Pareto 効率的な生産設備 Ki を求
めよう。ただし，Ki
 は，労働者に一定の効用 u u0 を保証しつつ，利
潤 (2.1) を最大にする資本量と定義される。(2.4) より，
w u0 rKI
を求めて (2.1) に代入すると，利潤はR (KI KE )u0 rKI  i (K KI )
と書き換えられる。これを KI に関して最大化すると，１階の条件より，
(2.5) RI (Ki Ke )r  i















(2.7)  (wm Km ) (w1 K1 ) (w2 K2 )
と表される。ここで，(wm Km )は参入がない場合の賃金と生産設備の組














(1) 既存企業が労働者に対して契約 (wm Km ) (w1 K1 ) (w2 K2 )を提
示する。労働者はこの契約を受諾するか拒絶するかを決定する。拒絶すれ
ば，このゲームは終わる。









じて，参入がなければ契約 (wm Km )ないしは (wm  Km )が，参入があればの報告の後に，契約 (wi  Ki )ないしは (wi  Ki )が実行される。それぞ
れの利潤が実現する。
ここで，耐再交渉契約とは，段階 (1) において提示され，段階 (4) にお
いて実行される契約を指す。参入企業の利潤は既存企業の生産設備 Ki の













(3.2) (1pˆ )(wm rKm )pˆ 
i12 i (wi rKi )u (PC)
を満たすものでなければならない。ここで， pˆ は参入後の生産設備 Ki に
依存する内生的な参入確率であり，一般には前節の p とは異なる。なお，





(3.3) R (K1 Ke ) w1 1 (K  K1 ) (IC1)R (K2 Ke ) w2 1 (K  K2 )
R (K2 Ke ) w2 2 (K  K2 ) (IC2)R (K1 Ke ) w1 2 (K  K1 )
も満たされなければならない。これらは，真の状態がi であるときに，









(iii) K2 K2であれば，誘因両立性制約 (IC1) は等号で成立する。




(i) について：参入が行われない場合には，最適な生産設備は K である
から，もし段階 (1) における契約で Km K であれば，段階 (3) におい
て労働者が Pareto 改善的な契約を提示できることは自明である。よって，
Km K が成立する。
(ii) について：当初の契約において K1 K1であるとして，以下を満
契約再交渉と戦略的コミットメント
― ―７
たす段階 (3) における新たな契約 (w1  K1)を考える。




両立性制約 (IC1) は満たされる。また (3.4) より，
[R (K1 Ke )w1 2 (K K1 )]





性制約 (IC1) が不等号で成立しているとする。ここで，K2 K2 であり，
以下を満たす新たな契約 (w2  K2 )を考える。







[R (K2 Ke ) w2 1 (K  K2 )]
(3.7)  [R (K2 Ke ) w21 (K  K2 )](1  2 )(K2 K2 )0
が成立するが，(IC1) は (w2 K2 )において不等号で成立しているので，
K2が K2 に十分近ければ，(IC1) は依然として満たされる。よって，
K2 K2であれば，(IC1) は等号で満たされなければならない。










のうち労働者にとって最も好ましいものは，2 のときに K2 が下がるこ
とによって増加する余剰を全て吸収し，1 のときの賃金 w1 の下落分が
最小である調整である。すなわち，dK 2 0とするとき，2 のときの効
用の増加が，
du [R1 (K2 Ke ) 2  R ]dK2 0
であり，1 のときの効用の減少が，





(IC1) は等号で成立するから，K1 を K1 に固定したまま (IC2) の左辺を
一定に保つには，w1 が ( 1  2 )dK2 だけ減少すればよいからである。し
たがって，労働者の期待効用の変化は，
(3.8) 1 ( 1  2 )2 [RI (K2Ke ) 2 R ]dK2
により与えられる。ここで，(2.2) より RI (K2Ke )は K2 に関して減少
関数であるから，K2 K2 のとき (3.8) は正となる。この調整を通じて，
(IC1) は継続して等号で成立する一方，経済余剰の増加分は全て労働者が
吸収するので，(IC2) の左辺は変化しない。ところが，w1 の低下により
(IC2) の右辺は増加する。しかし，K2 K2 のとき (IC1) は等号で成立し
ているので，
[R (K2Ke )w2  2 (K K2 )]
(3.9) [R (K1Ke )w1  2 (K K1 )]( 1  2 )(K2 K1 )0
となるから，(IC2) は当初，不等号で成立していることが分かる，よって，
K2 の変化が十分に小さければ，この調整によっても (IC2) は引き続き成
立する。以上により，(iv) が成立することが示された。
次に，(i)−(iv) を満たす契約は耐再交渉であることを示す。段階 (1) に
おける当初の契約が (i)−(iv) を満たすと仮定すると，Km と K1 について




(IC1) が等号で成立している状況で， 1 のときに労働者が K1 K1 を選
択すれば，効用は低下する。しかし，(iv) により，K1 K1 で (IC1) (IC2)
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K，K1  K1，K2  K2の何れかが成立し，段階 (1)における契約が何
れかの状態で過剰生産設備を持つならば，その契約は段階 (3) において，






















入確率 pˆ の K2 への依存の仕方による。
先ず，K 2 が与えられたとき，参入確率 pˆ が以下のように定まり，K2
に関して不連続になる場合を考えよう。
0 K2  K 2(4.1) pˆ  
p K2  K 2
この場合，もし K2 K 2 であれば，K2より大きい設備をもつことは耐
再交渉ではないので，耐再交渉契約によって参入を阻止することは不可能
である。このときには，既存企業にとっては段階 (1) において K2を選択
することが最適となり，それに対して潜在的参入企業は Ke を選択して参




第２に，参入確率 pˆ が K2 に関して連続的に変化する場合を考えよう。
参入確率を，











 pˆ(K2 )([R (K 0) rK ]
(4.3)  1 [R (K1 Ke ) rK12 (K  K1)]2 [R (K2 Ke ) rK2 2 (K  K2 )])
である。他方，設備を増やすことの費用は，参入が起きたときの2 での
過剰設備による費用，すなわち
(4.4)  pˆ (K2 )2 [RI (K2 Ke ) (2 r )]
である。K2 K2のとき (4.4) は０となるから，K2 K2が最適となる
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